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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体上に固定される台座と、下端側において台座上に当該台座に対して垂直の縦軸に
より軸周り回転自在に支持される第１の支持部材と、第１の支持部材の先端側に縦軸と直
交する横軸によって枢支される第２の支持部材と、第１の支持部材に組み込まれ第２の支
持部材の前記横軸の周り方向の回転角度位置を調整するための調整部材と、第２の支持部
材又は第１の支持部材に固着され機器が取り付けられる機器取り付け部材とを具備し、第
１の支持部材と第２の支持部材とは、互いに置き換え可能に構成される機器支持装置であ
って、
　前記台座は、前記支持体上にねじ止めされる固定板部と、この固定板部と一体成形され
当該固定板部との間に上方へ間隔を置いて当該固定板部と平行に配置され前記縦軸の周り
方向に所定の相互間隔を置いて形成された複数のデテント孔を有する支持板部と、この支
持板部に対面して縦軸により回転自在に支持される回転基板と、支持板部のデテント孔に
係合するように回転基板上に固定されるボールプランジャと、回転基板上に上方からねじ
止め固定される接続板とを具備し、
　前記第１の支持部材は、前記接続板上に垂直に起立する四角筒状の本体と、本体の対向
側壁から上下両端側へ延出するブラケットとを具備し、上端側のブラケットには前記横軸
が支持され、下端側において接続ピースを介して前記接続板上に固着され、
　前記接続ピースは、前記第１の支持部材の本体の両端いずれにも嵌合し本体にねじ止め
可能な箱状の嵌合部と、前記接続板に接続されたときに前記縦軸の上端突出部を受け入れ
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る凹部とねじ穴とを有し、このねじ穴に螺合される接続板固定用ねじ又は機器取り付け部
材固定用ねじで接続板又は機器取り付け部材に固着され、
　前記第２の支持部材は、前記第１の支持部材のブラケットに支持される前記横軸が貫通
する軸受け部材を具備し、当該軸受け部材は横軸を中心とする円周に沿う半円柱状の係合
曲面と、平坦な取り付け面と、前記接続板に接続されたときに前記縦軸の上端突出部を受
け入れるように取り付け面に開口する凹部とねじ穴とを有し、このねじ穴に螺合される機
器取り付け部材固定用ねじ又は接続板固定用ねじで機器取り付け部材又は接続板に固着さ
れ、
　前記軸受け部材の係合曲面は、前記横軸と平行な多数の等間隔の係合溝を有し、
　前記調整部材は、前記第１の支持部材の本体内にロック位置と非ロック位置との間を進
退自在に支持されロック位置に付勢されるロック部材と、一端側のカム部において本体内
に枢支され先端側が本体から揺動自在に突出しその回転角度によりロック部材をロック位
置と非ロック位置との間で移動させる調整レバーとを具備し、
　前記ロック部材は、ロック位置において前記軸受け部材の係合溝に係合することによっ
て、軸受け部材に対する前記第２の支持部材の横軸の周り方向の回転角度位置を定める係
合歯を具備し、
　前記調整レバーのカム部は、調整レバーの揺動途上において前記ロック部材に対する付
勢力のデッドポイントを超えて当該ロック部材をロック位置と非ロック位置へ択一的に移
動させるようにロック部材に係合するカムピンを有することを特徴とする機器支持装置。
【請求項２】
　前記第１の支持部材は、上下端のいずれの側にも前記第２の支持部材を接続可能に構成
されることを特徴とする請求項１に記載の機器支持装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モニターその他の機器をユーザの要求する所定の位置に安定的に保持する装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、モニター等の機器をユーザの要求する所定の位置に保持するモニターアームとし
て、特許文献１に記載されたものが知られている。この装置は、ヒンジ装置を介して相互
に角度調整自在に枢支された基端アーム、中間アーム、先端アームの３つのアームを備え
る。基端アームが支持部材に固定され、先端アームに台座プレートが連結される。台座プ
レートに機器が取り付けられる。ヒンジ装置は、アーム間を枢支する枢軸と、アーム相互
間の角度を定める固定側及び可動側の位置決めガイドとを具備する。固定側位置決めガイ
ドは、基端アームと先端アームの軸受け部の周りに、枢軸を中心とする周方向の歯車状の
複数の係合溝を形成してなる。可動側位置決めガイドは、中間アームに設けられ、固定側
位置決めガイドの係合溝に選択的に係合する係合爪と、これを操作するレバーとを具備す
る。レバーの操作で係合爪を係合溝に対して係合、離脱させることによって、中間アーム
に対する基端アーム及び先端アームの相互角度を設定する。台座プレートは、先端アーム
に対して中心軸の周りに回転自在に支持され、ねじを締めれば固定され、緩めれば回転さ
せることができる。台座プレートの回転により、モニターを画面と平行面上で回転させ、
任意の回転角度位置で固定することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１３－１９４４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　上記従来の機器支持は、複数のアームの関節を角度調整自在にして、モニター等の機器
の位置を所望の位置に保持し、またはモニターを、その画面と平行な面上で回転させ、任
意位置で固定するものであり、アームの軸周り回転位置の調整はできない。このため、機
器の支持位置調整の自由度には制限がある。したがって、本発明は、アームの関節の角度
のみならず、軸周りの位置も調整することができ、簡易な構成で、機器の支持位置調整の
自由度がより大きな機器支持装置を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　以下、添付図面の符号を参照して説明するが、本発明はこれに限定されるものではない
。
　上記課題を解決するための、本発明の機器支持装置１は、例えば車両の内壁等の支持体
Ｓ上に固定される台座２と、下端側において台座２上に、当該台座２に対して垂直の縦軸
３により、それの軸周りに回転自在に支持される第１の支持部材４と、第１の支持部材４
の先端側に縦軸３と直交する横軸５によって枢支される第２の支持部材６と、第１の支持
部材４に組み込まれ第２の支持部材６の横軸５周りの回転角度位置を調整するための調整
部材７と、第２の支持部材６又は第１の支持部材４に固着されモニター等の機器が取り付
けられる機器取り付け部材８と、を具備する。
　機器支持装置１は、第１の支持部材４と第２の支持部材６とを置き換えることができる
。それにより、図９、図１０のように、下端側において台座２上に当該台座２に対して垂
直の縦軸３により、それの軸周りに回転自在に支持される第２の支持部材６と、第２の支
持部材６の先端側に縦軸３と直交する横軸５によって枢支される第１の支持部材４と、第
１の支持部材４に組み込まれ第２の支持部材６の横軸５周りの回転角度位置を調整するた
めの調整部材７と、第１の支持部材４に固着されモニター等の機器が取り付けられる機器
取り付け部材８とを具備する機器支持装置１を構成することができる。
　台座２は、支持体Ｓ上にねじ止めされる固定板部９と、この固定板部９と一体成形され
当該固定板部９との間に上方へ間隔を置いて当該固定板部９と平行に配置され、縦軸３周
りに所定の相互間隔を置いて形成された複数のデテント孔１０ａを有する支持板部１０と
、この支持板部１０に対面して縦軸３により回転自在に支持される回転基板１１と、支持
板部１０のデテント孔１０ａに係合するように回転基板１１上に固定されるボールプラン
ジャ１２と、回転基板上１１に上方からねじ止め固定される接続板１３とを具備する。
　第１の支持部材４は、接続板１３上に垂直に起立する四角筒状の本体１５と、本体１５
の対向側壁１５ａから上下両端側へ延出するブラケット１６，１７とを具備し、下端側に
おいて接続ピース１８を介して接続板１３上に固着され、上端側のブラケット１６には横
軸５が支持される（図１ないし図６）。
　接続ピース１８は、第１の支持部材４の本体１５の両端いずれにも嵌合し、本体１５に
固定可能な箱状の嵌合部１９と、接続板１３から突出した縦軸３の上端部を受け入れる凹
部２０と、接続板１３を下方から貫通する固定用ねじ２２を受けるねじ穴２１とを有し、
当該固定用ねじ２２で接続板１３上に固着される。
　第２の支持部材６は、第１の支持部材４のブラケット１６に支持される横軸５が貫通す
る軸受け部材２５を具備する。軸受け部材２５は、一端側に凹部３８と、機器取り付け部
材の接続用ねじ２８を受けるねじ穴２７とを有する。軸受け部材２５は、この接続用ねじ
２８で機器取り付け部材８に接続される（図１ないし図６）。軸受け部材２５は、他端側
に、横軸５を中心とする円周に沿う半円柱状の係合曲面２９を具備し、この係合曲面２９
には横軸５と平行な多数の等間隔の係合溝３０が形成される。
　調整部材７は、ロック部材３１と、これを操作する調整レバー３２とを具備する。ロッ
ク部材３１は、第１の支持部材４の本体１５内に、ロック位置と非ロック位置との間を進
退自在に支持され、ばね３３でロック位置に付勢される。調整レバー３２は、基端側のカ
ム部３５において、本体１５内に枢支され、先端側が本体１５から揺動自在に突出し、そ
の回転角度により、ロック部材３１をロック位置と非ロック位置との間で移動させる。
　ロック部材３１は、ロック位置において軸受け部材２５の係合溝３０に係合することに
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よって、第１の支持部材４に対する軸受け部材２５の横軸５周りの回転角度位置を定める
係合歯３４を具備する。
　調整レバー３２のカム部３５は、ロック部材３１に対する付勢力のデッドポイントを超
えて当該ロック部材３１をロック位置と非ロック位置へ択一的に移動させるようにロック
部材３１に係合するカムピン３７を有する。
　第２の支持部材６は、固定ねじ２２で接続板１３上に固着可能に構成される（図７ない
し図１０）。第２の支持部材６が、固定ねじ２２で接続板１３上に固着されたとき、第１
の支持部材４は、接続ピース１８と一体に上下を反転させることにより、接続板１３に固
着された第２の支持部材６に一端側を接続可能であり、他端側を接続ピース１８を介して
機器取り付け部材８に接続可能に構成される（図７、図８）。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明の機器支持装置１においては、第１の支持部材４が、台座２に対して垂直の縦軸
３により軸周り回転自在に支持され、第１の支持部材４の基板１１上に固定されたボール
プランジャ１２が、台座２の縦軸周りに形成された複数のデテント孔１０ａに係合するよ
うに構成されるため、第１の支持部材４を、それの軸周りに、所定の回転角度毎に保持し
ながら、任意の位置へ容易に位置調整することができる。設置場所の状況に応じ、第１の
支持部材４と第２の支持部材６とを入れ替えて、機器支持装置１を構成することもできる
。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】本発明に係る機器支持装置の正面図である。
【図２】図１の機器支持装置の平面図である。
【図３】図１の機器支持装置の側面図である。
【図４】図１の機器支持装置の背面図である。
【図５】図１におけるＶ－Ｖ断面図である。
【図６】図３におけるＶＩ－ＶＩ断面図である。
【図７】本発明の他の実施形態に係る機器支持装置の正面図である。
【図８】図７の機器支持装置の右側面図である。
【図９】本発明のさらに他の実施形態に係る機器支持装置の正面図である。
【図１０】図９の機器支持装置の右側面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。
　機器支持装置１は、例えば車両内に設置され、モニター等の機器を見やすい位置に適宜
向きを変えて配置できるように支持するものであり、変向操作は容易であるが、走行中の
振動によっては機器が容易に変向しない。
【０００９】
　機器支持装置１は、車両の内壁等の支持体Ｓ上に固定される。なお、本明細書及び図面
において支持体Ｓ側を「下」、機器支持装置１が取り付けられる側を「上」という。図１
ないし図６において、機器支持装置１は、台座２と、第１の支持部材４と、調整部材７と
、機器取り付け部材８とを具備する。台座２は、支持体Ｓ上に固定される。第１の支持部
材４は、下端側において台座２上に、当該台座２に対して垂直の縦軸３（図５）により軸
周り回転自在に支持される。第２の支持部材６は、第１の支持部材４の上部側に縦軸３と
直交する横軸５によって枢支される（図５，６）。調整部材７は、第２の支持部材６の横
軸５周りの回転角度位置を調整するためのもので、第１に支持部材４に組み込まれる（図
５，６）。機器取り付け部材８は、第２の支持部材６に固着され、モニター等の機器が取
り付けられる。
【００１０】
　図５，６に示すように、台座２は、固定板部９と支持板部１０とからなる台座本体と、
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回転基板１１と、ボールプランジャ１２と、接続板１３とを具備する。固定板部９は、平
面視概略矩形板状で、支持体Ｓ上にねじ止めされる。支持板部１０は、固定板部９と一体
に形成され、固定板部９との間に上方へ間隔を置いて固定板部９と平行に配置され、縦軸
３の周りの円周上に所定の相互間隔（例えば１５°）を置いて形成された複数のデテント
孔１０ａを有する。回転基板１１は、支持板部１０上に対面して、縦軸３により回転自在
に支持される。ボールプランジャ１２は、支持板部１０のデテント孔１０ａに係合するよ
うに回転基板１１上に固定される。接続板１３は、回転基板１１上に上方からねじ１４で
固定される。
【００１１】
　第１の支持部材４は、接続板１３上に垂直に起立する四角筒状の本体１５と、本体１５
の対向側壁１５ａから上下両端側へ延出するブラケット１６，１７とを具備し、基端側に
おいて接続ピース１８を介して接続板１３上に固着される。上端側のブラケット１６の軸
受け孔には横軸５が支持される。
【００１２】
　接続ピース１８は、箱状の嵌合部１９と、その内側の下に開放する凹部２０と、側壁下
面のねじ穴２１とを有する。嵌合部１９は、第１の支持部材４の本体１５の上下両端いず
れにも嵌合、固定可能である。図５に示すように、凹部２０は、接続板１３から上方へ突
出した縦軸１２の上端部を受け入れる。接続ピース１８は、接続板１３を下方から貫通す
る固定用ねじ２２がねじ穴２１に螺合されることにより接続板１３上に固着される。
【００１３】
　第２の支持部材６は、軸受け部材２５を具備する。軸受け部材２５は、一端側に平坦な
取り付け面２６を有し、ここに機器取り付け部材８が固着される。図５に示すように、取
り付け面２６側には、ねじ穴２７と、凹部３８が形成されており、機器取り付け部材８の
固定ねじ２８はこのねじ孔２７に螺合される。軸受け部材２５には、第１の支持部材４の
ブラケット１６に支持される横軸５が貫通する。軸受け部材２５は、取り付け面２６と反
対側に、横軸５を中心とする円周に沿う半円柱状の係合曲面２９を具備し、この係合曲面
２９には横軸５と平行な多数の等間隔の係合溝３０が形成される。
【００１４】
　取り付け面２６のねじ孔２７は、接続ピース１８の下端面のねじ穴２１と同配置である
。また、凹部３８は、接続ピース１８の凹部２０と同配置である。したがって、第２の支
持部材６は、図７ないし図１０に示すように、軸受け部材２５の取り付け面２６を接続板
１３に載せ、凹部３８に縦軸３の上端部を受け入れて、ねじ２２で固定することができる
。
【００１５】
　調整部材７は、ロック部材３１と、これを操作する調整レバー３２とを具備する。なお
、調整部材７は、図９，１０に示すように、第１の支持部材４の上端側にも下端側にも設
けることができる。ロック部材３１は、第１の支持部材４の本体１５内に、ロック位置と
非ロック位置との間を進退自在に支持され、ばね３３でロック位置に付勢される。ロック
部材３１は、一端側に係合歯３４を具備する。ロック位置において係合歯３４が軸受け部
材２５の係合溝３０に係合することによって、第１の支持部材４に対する軸受け部材２５
の横軸５周りの相対回転角度位置を定める。
【００１６】
　調整レバー３２は、基端側のカム部３５において枢ピン３６で本体１５に枢支され、先
端側が本体１５から揺動自在に突出する。調整レバー３２を揺動操作することにより、第
１の支持部材４に対する第２の支持部材６相対回転角度を変更し、適宜角度で固定するこ
とができる。カム部３５には、カムピン３７が設けられる。カムピン３７は、ロック部材
３１に対する付勢力のデッドポイントを超えて、当該ロック部材３１をロック位置と非ロ
ック位置へ択一的に移動させるようにロック部材３１に係合する。
【００１７】
　図７、図８の実施形態においては、台座２上に第２の支持部材６が固着され、これに第
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１の支持部材４が傾斜角度を変更可能に枢支され、第１の支持部材４の上端に機器取り付
け部材８が固着される。
【００１８】
　図９、図１０のさらに他の実施形態においては、台座２上に第２の支持部材６が固着さ
れ、これに第１の支持部材４が傾斜角度を変更可能に枢支され、この第１の支持部材４の
上端に、さらに別の第２の支持部材６が接続され、これに機器取り付け部材８が固着され
る。この場合、第１の支持部材４の接続ピース１８は取り外され、上下のブラケット１６
，１７が横軸５に枢支される。
【符号の説明】
【００１９】
１　　　機器支持装置
２　　　台座
３　　　縦軸
４　　　第１の支持部材
５　　　横軸
６　　　第２の支持部材
７　　　調整部材
８　　　機器取り付け部材
９　　　固定板部
１０　　支持板部
１１　　回転基板
１２　　ボールプランジャ
１３　　接続板
１４　　ねじ
１５　　支持部材の本体
１５ａ　側壁
１６　　ブラケット
１７　　ブラケット
１８　　接続ピース
１９　　嵌合部
２０　　凹部
２１　　ねじ穴
２２　　ねじ
２５　　軸受け部材
２６　　平坦取り付け面
２７　　ねじ穴
２８　　ねじ
２９　　係合曲面
３０　　係合溝
３１　　ロック部材
３２　　調整レバー
３３　　ばね
３４　　係合歯
３５　　カム部
３６　　枢ピン
３７　　カムピン
３８　　凹部
Ｓ　　　支持体
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